
 

 公益財団法人計算科学振興財団スーパーコンピュータシステム利用契約約款 

 

（約款の適用） 

第１条 この公益財団法人計算科学振興財団スーパーコンピュータシステム利用契約約款（以下「本約

款」という。）は、公益財団法人計算科学振興財団 （以下「財団」という。）が運用するスーパ

ーコンピュータシステム（ 以下「ＦＯＣＵＳスパコン」という。）の利用（以下「ＦＯＣＵＳス

パコン利用」という。）、及びこれに付帯するサービス（以下「付帯サービス」という。なお、以

下「ＦＯＣＵＳスパコン利用」と「付帯サービス」を併せて「ＦＯＣＵＳスパコン利用サービス」

という。）を利用する法人等と財団との間において、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスに関する一

切の契約（以下「利用契約」という。）に対して適用する。 

 

（定義） 

第２条 この約款において使用する次の用語をそれぞれ次のとおり定義する。 

(1) 「理事長」とは、公益財団法人計算科学振興財団理事長のことをいう。 

(2) 「利用者」とは、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを利用する法人等のことをいう。 

(3) 「プロジェクト」とは、利用者がＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを利用して、問題の解決をす

るための契約単位のことをいう。 

(4) 「従事者」とは、プロジェクトに従事する自然人のことをいう。 

(5) 「責任者」とは、プロジェクトを代表し、また従事者の管理監督の責任を負う者のことをいう。 

(6) 「連絡責任者」とは、プロジェクトを代表し、財団との連絡窓口の責任を負う者のことをいう。 

(7) 「ジョブ」とは、ＦＯＣＵＳスパコン上で利用者の意図を持ってコンピュータ実行される個々の

プログラム単位のことをいう。 

(8) 「年度」とは、４月１日から翌年３月３１日までとする。 

(9) 「ＨＰＣ」とは、Ｈｉｇｈ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇの略であり、通常の個

人用計算機や一般商業用計算機等と比較して高性能な計算資源を用いること及びその関連技術

のことをいう。 

(10)「第三者」とは当該プロジェクトの「利用者および財団」以外の法人等とし、別プロジェクトの

利用者は、同一法人であっても第三者とする。 

(11)「秘密情報」とは、以下のとおりとする。 

（イ） ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの利用契約により、財団が知り得た従事者の個人情報 

（ロ） 財団が知り得た利用者側システム情報 

（ハ） 利用者のＦＯＣＵＳスパコン利用履歴 

（ニ） 利用者の通信内容 

（ホ） 財団の所有するＦＯＣＵＳスパコン上の記憶媒体のうち、財団が利用者の専有領域として

指定した領域に、利用者が保存した電子データ 

（ヘ） 財団がシステム障害からの回復に利用するために定期的にバックアップ保存した利用者デ

ータ 

（ト） ただしジョブ統計情報は秘密情報から除外する。 

 

（利用目的） 



 

第３条 ＦＯＣＵＳスパコンは、「京」の産業利用の促進を図るため、産業界のスパコン利用企業層を

拡大するための技術高度化支援を中心に供用を行うほか、産学連携研究や実践的な企業技術者の育

成を推進することを目的とし、次の利用に供用する。 

(1) ＨＰＣ利用のトライアルを目的とする「ＨＰＣスタートアップ支援」利用 

(2) 現状よりも大規模なＨＰＣ利用のトライアルを目的とする「ＨＰＣステップアップ支援」利用 

(3) ＨＰＣ環境を活用した新産業の振興に寄与する「ＨＰＣを活用した新産業の振興」利用 

(4) ＨＰＣ向けの国産アプリケーションソフトウェアの振興を目的とする「国産アプリケーションの

インキュベート」利用 

(5) ＨＰＣＩ戦略プログラム等の研究成果の産業界への普及を目的する「公的アプリケーションソフ

トの利活用支援」利用 

(6) 大学、研究機関と企業等による産学連携研究の推進を目的とする「産学連携研究」利用 

(7) 大学等との連携による実践的な企業技術者の育成を目的とする「企業技術者の育成」利用 

(8) 「京」を中核とする研究教育拠点（ＣＯＥ）形成に資する利用 

(9) その他、理事長が認める利用 

 

（知的財産権の帰属） 

第４条 ＦＯＣＵＳスパコン利用によって生じた知的財産権については、利用者に帰属するものとする。 

 

（利用者） 

第５条 利用者は、第３条の利用目的を満たし、かつ、次の各号のいずれかに合致する法人等とする。 

(1) 日本国内に所在地を有し、会社法等に規定される法人の「企業」 

(2) 日本国内に所在地を有する非営利団体および公共団体等の「公的機関」 

(3) 日本国内に所在地を有する大学及び独立行政法人等の研究機関等の「学術機関」 

(4) 民法、有限責任事業組合法、技術研究組合法、中小企業等協同組合法等に規定される組合のうち

「企業共同体」、「有限責任事業組合」、「技術研究組合」、「技術開発組合」、「事業協同組

合」等 

(5) その他、理事長が認める機関 

２ 前項に定める企業以外の利用者が、第３条の利用目的を達成するため企業と共同で利用申請をする

場合、第１５条に定める利用申請に際し、次の各号に該当するいずれかを合わせて提出すること。 

(1) 共同研究契約等の契約書の写し 

(2) 産学連携事業等の採択を示すもの 

(3) 企業人を含めた従事者一覧 

(4) その他、理事長が認めるもの 

 

（利用資格） 

第６条 ＦＯＣＵＳスパコンの利用については、政府等が定める「輸出貿易管理令」等により、スーパ

ーコンピュータ利用の制限が適用されない人員のみが利用資格を持つ。 

 

（提供資源） 

第７条 利用者に提供する資源は、計算資源、サービス、施設等である。 



 

 

（計算資源） 

第８条 ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスにおいて提供する計算資源は次のとおり構成される。 

(1) 演算サーバシステム 

(2) ストレージシステム 

(3) フロントエンドサーバシステム 

(4) データ処理サーバシステム 

(5) ワークステーションシステム 

(6) 講習用端末システム 

(7) 管理系サーバシステム 

(8) ＦＯＣＵＳスパコンネットワークシステム 

(9) その他 

２ 利用者は、財団がプロジェクト毎に承認した期間に限り計算資源の利用権を有するものとする。 

３ 実施にあたって利用するデータのバックアップは、利用者が責任を持って行うこととし、システム

停止等に伴うデータ消失について、その理由を問わず財団は一切の補償を行わない。 

 

（サービス） 

第９条 ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスにおいて提供するサービスは次のとおり構成される。 

(1) 提供計算資源の利用権 

(2) 財団が用意したソフトウェアの利用権 

(3) ＦＯＣＵＳスパコンの利用支援 

(4) プログラムのインストールにおけるＦＯＣＵＳスパコンの基本動作に関わる支援 

(5) アプリケーションソフトウェア利用における支援を実施する企業等の紹介 

(6) ＦＯＣＵＳスパコン利用講習会 

(7) 「京」を中核とするＨＰＣＩの産業利用支援につながるサービス 

(8) その他 

２ 前項２号のソフトウェアのうち、ＦＯＣＵＳスパコンを利用するために必要な基盤ソフトウェア

（ＯＳ、ジョブ管理、開発環境、データ転送等）については財団より貸与される。 

３ ＦＯＣＵＳスパコンの利用にあたって必要となるソフトウェアの内、前項の財団が提供するもの以

外のソフトウェアの利用権やソフトウェア利用時のサポート権等の取得は利用者が行うものとす

る。また、その確保に必要な費用は、利用者の負担とする。 

４ 財団は、ＦＯＣＵＳスパコンネットワークシステム内部から対外インターネット接続点までの導通

を確保し利用者に提供するが、対外インターネット接続点から利用者までのインターネット等を利

用した外部接続に関しては、利用者が確保することとし、財団はその責を負わない。 

５ ＦＯＣＵＳスパコン利用講習会、「京」を中核とするＨＰＣＩの産業利用支援につながるサービス

等の講習会では、受講定員を超過した場合にはサービスを受けられないことがあるが、財団はその

責を負わない。 

６ 財団は、第１項に掲げるサービス又はそれらに付帯するサービスを廃止することがある。その際は、

廃止する１４日前までに責任者に対し通知を行うものとする。 

 



 

（施設） 

第１０条  ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスにおいて、利用者は、プロジェクト毎に、別途定める規程

により端末利用室を利用することができる。 

 

（利用期間） 

第１１条  ＦＯＣＵＳスパコンの利用期間は、第１９条の利用承認通知書に記載された利用開始日から、

当該利用開始日を含む年度の年度末までとする。 

 

（利用の更新） 

第１２条  利用期間の延長、更新等に際しては、責任者は利用申請に準じた手続きを行う。 

２ 計算資源の予約状況及びその他の事由により、利用の延長、更新等の承認ができない場合がある。 

 

（通知方法） 

第１３条  財団から利用者に対する通知は、本約款に特に定めのない限り、連絡責任者に、電子メール

にてテキストデータやＰＤＦを送信又は書面を郵送する方法により行う。財団が連絡責任者に対し

て前記の方法により通知した場合において、当該通知が到達しなかったとしても、当該不到達に起

因して発生した損害については、財団は一切責任を負わないものとする。 

 

（約款の変更） 

第１４条  財団は、本約款を変更することがある。本約款に特に定めない限り、すでに締結された利用

契約にも変更後の本約款が適用されるものとする。財団は、本約款を変更する場合は、変更予定日

の遅くとも１４日前までに連絡責任者に通知するとともに財団のＷｅｂページに掲載する。 

 

（利用申請） 

第１５条  ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの利用申請は、財団所定の申請書又は財団のＷｅｂページ

に表示する申請画面を印字した用紙（以下、併せて「申請書」という）に必要事項を記入の上、当

該申請書を財団に書面にて提出することにより行うものとする。 

２ 利用申請に際し、利用を希望する法人は、本約款を遵守する旨の誓約書に署名し財団に提出するも

のとする。 

３ 前項の申請に際し、全従事者は身分を証明する顔写真付の公的証明書（免許証、顔写真付き住民基

本台帳カード、旅券等）の写しを提出するとともに、本約款を遵守する旨の同意書に署名し財団に

提出するものとする。 

 

（審査） 

第１６条  財団は、利用申請の承認に当たっては、利用目的等に基づく審査を行う。なお、審査にあた

って書類等の情報提供を求める場合がある。 

 

（審査の不承認） 

第１７条  財団は、審査の結果、次の各号に該当する場合には、申請を承認しないことがある。 

(1) 財団が、申請に係るＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの提供又はＦＯＣＵＳスパコン利用サービ



 

スに係る装置の運用・保守が困難と判断した場合 

(2) 以前に、財団との契約上の義務の履行を怠ったことがある等、利用者が、財団との契約上の義務

の履行を怠る恐れがある場合 

(3) 申請書の内容に虚偽記載があった場合 

(4) 輸出貿易管理令等を遵守していない場合 

(5) 平和利用目的ではない場合 

(6) 公序良俗に反している場合 

(7) 生命倫理や安全に対する取組への配慮を行っていない場合 

(8) 人権および利益保護への配慮を行っていない場合 

(9) 利用者が財団の社会的信用を失墜させる態様で、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを利用する恐

れがある場合 

(10) 利用者が次条第１項に規定する暴力団等に該当していると認められる場合 

(11) その他、理事長が、申請を承認することが相当でないと認める場合 

２ 審査の結果、利用の承認をしなかった場合は、速やかに責任者へ通知するものとする。なお、財団

は、承認しなかった理由を説明する義務を負わないものとする。 

 

（暴力団等の排除） 

第１８条  財団は、次項第１号の意見を聴いた結果、利用者が次の各号のいずれかに該当するもの（以

下、「暴力団等」という。）であると判明したときは、特別の事情がある場合を除き、申請書を受

理せず、申請を不承認とし、又はなんらの通知、勧告をすることなく、ただちに利用契約を解除す

るものとする。 

(1) 暴力団排除条例（平成２２年兵庫県条例第３５号）第２条第１号に規定する暴力団および第３号

に規定する暴力団員 

(2) 暴力団排除条例施行規則（平成２３年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条に規定する暴力団お

よび暴力団員と密接な関係を有する者 

２ 財団は、必要に応じ、次の各号に掲げる措置を講じることができるものとする。 

(1) 利用者が暴力団等であるか否かについて兵庫県警察本部長に意見を聴くこと。 

(2) 前号の意見の聴取により得た情報を、他の契約において暴力団等を排除するための措置を講ずる

ために利用すること。 

３ 利用者は、ＦＯＣＵＳスパコンの利用にあたり、暴力団等から業務の妨害その他不当な要求を受け

たときは、財団にその旨を報告するとともに、警察に届け出て、その捜査に協力するものとする。 

 

（承認） 

第１９条  財団は、第１６条の審査を行い、その利用を承認した場合、責任者に従事者のアカウント情

報を付した利用承認通知書を発行するものとする。なお、利用承認通知書に記載されたアカウント

の有効期限は、利用開始日を含む年度の年度末までとする。 

 

（申請の取り下げ） 

第２０条  責任者が利用承認通知書を受領後、特段の事情によりプロジェクトの実施が困難であると判

断し、申請の取り下げをする場合は、プロジェクトが利用を開始する前までに、書面にて届出を行



 

うものとする。 

２ 財団は前項に基づく事由により利用申請の取り下げの届出を受理したときは、承認の決定は無かっ

たものとして措置するものとする。 

 

（契約者変更の届出） 

第２１条  利用契約した法人が合併した場合、合併後存続する法人又は合併により新設された法人は、

合併の日から１４日以内に届け出るものとする。財団は、変更の届出が遅れたこと又は同届出を怠

ったことによる利用者又は第三者が被った如何なる損害についても責任を負わないものとし、同届

出が遅れたこと又は同届出を怠ったことにより財団からの通知が不着・延着した場合でも、通常到

達すべき時期に到達したと見なす。また、財団は、利用者について次の事情が生じた場合は、利用

者の同一性および継続性が認められる場合に限り、これを承認する。 

(1) 利用者である法人の業務の分割による新たな法人への変更 

(2) 利用者である法人の業務の譲渡による別法人への変更 

(3) 利用者である任意団体の代表者の変更 

(4) その他、理事長が定める変更 

 

（権利の譲渡等） 

第２２条  利用者は、本約款に基づいて締結される利用契約上の地位ないし権利を第三者に譲渡、担保

提供等することはできない。利用者は、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの利用に関して、財団が

発行したアカウントを用いて第三者が行った一切の行為（不作為を含む）について、利用者の関与

の有無を問わず、財団に対し、利用契約又は法令に基づく民事上の一切の義務ないし責任を負うも

のとする。 

 

（経費の負担） 

第２３条  利用者は、ＦＯＣＵＳスパコンの利用にあたり、プロジェクト毎に、別表１に定める利用経

費を負担しなければならない。 

２ 財団に支払うべき金額は、利用経費の他、当該利用経費支払に対して課される消費税および地方消

費税相当額を加算した額（以下「料金」という。）とする。 

３ ＦＯＣＵＳスパコンの利用期間中に税法の改正により消費税等の税率が変動した場合には，改正以

降における上記消費税等相当額は変動後の税率により計算する。 

４ 財団が特に認めた場合は、利用経費の減免等を行う場合がある。 

 

（支払い） 

第２４条  財団は、料金を利用月の月末締めで算出し、速やかに請求書を発行する。利用者は、請求書

発行日の翌月末までに、指定の銀行口座に振込で支払うものとする。ただし、支払期日の変更につ

いて、財団が別に承認した場合は、この限りではない。また、年度末（締め及び支払い期日）の取

り扱いについて、双方合意した場合はこの限りではない。なお、振込にかかる金融機関に支払う手

数料は、利用者の負担とする。 

 

（遅延損害金） 



 

第２５条  利用者は、料金の支払を遅延した場合、支払い期限の２か月以内は年率７．３％、それ以降

は年率１４．６％の割合による遅延損害金を支払うものする。 

 

（広報活動） 

第２６条  利用者は、財団が第３条の利用目的を達成するための広報活動として、利用者の名称を公表

することを承諾する。財団は、責任者に対し、利用目的の概要の公開に協力を求めることがある。 

２ 前項において公表される法人名は、共同で申請する全ての法人名をいう。 

 

（禁止事項） 

第２７条  利用者は、承認を受けた利用目的にしたがって、善良な管理者の注意義務を持って、ＦＯＣ

ＵＳスパコン利用サービスを利用するものとする。 

２ 責任者、従事者は、次の各号に該当する行為を行ってはならない。 

(1) 本約款に違反する行為 

(2) 申請した目的以外にＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを利用する行為 

(3) ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの利用において、第三者に対しアカウント又はパスワード等を

提供する行為 

(4) 財団もしくは第三者の財産、著作権・商標権等の知的財産権、プライバシーもしくは肖像権を侵

害する行為又はその恐れのある行為 

(5) 財団もしくは第三者の電子情報を改ざん又は消去する行為 

(6) ウイルス等の有害なコンピュータプログラム等を開発する行為 

(7) 財団のネットワークやインターネット網、それらに接続されたサーバ設備等に不正にアクセスす

る行為 

(8) 財団又は第三者の設備等又はインターネット接続サービス用設備の利用もしくは運営に支障を

与える行為、又は与える恐れのある行為 

(9) 第三者の通信に支障を与える方法もしくは態様においてＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを利

用する行為、又はその恐れのある行為 

(10) ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの提供を妨害する行為、又は妨害する恐れのある行為 

(11) 他の利用者や第三者に著しく迷惑をかけ、又は社会的に許されないような行為 

(12) 公序良俗に反する行為又はその恐れのある行為 

(13) 法令に違反する行為又はその恐れのある行為 

(14) その行為が前各号のいずれかに該当することを知りつつ、その行為を助長する行為 

(15) その他、理事長がＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの利用者として相応しくないと判断する行為 

３ 前項の事由に該当する場合には、財団は、利用契約を解除することができる。 

４ 財団は、前項に基づく利用契約の解除をした場合、その旨を速やかに責任者に書面をもって通知す

ると共に、料金の請求を行う。 

 

（変更の届出） 

第２８条  責任者は、申請書の記載事項に変更がある場合、速やかに変更承認申請書を財団に提出しな

ければならない。 

２ 財団は前項の規定に基づく変更承認申請書を受理し、内容が適切であると認めてこれを承認したと



 

きは、その旨を速やかに書面をもって通知する。なお、承認しなかった場合も、その旨を速やかに

通知する。 

 

（利用の停止、廃止） 

第２９条  責任者は、ＦＯＣＵＳスパコンの利用について、次に該当するときは書面で届け出るものと

する。 

(1) 一定期間の「停止」を希望するとき。 

(2) 「廃止」を希望するとき。 

(3) 災害事故等により一定期間の利用が困難なとき。 

(4) 組織が存続しなくなったとき。 

２ 財団は、前項の届出を受理したときは、その旨を速やかに責任者に書面をもって通知する。なお、

前項の停止、廃止の場合は、届出受理の通知と共に、料金の請求を行う。 

３ 財団は、ＦＯＣＵＳスパコンの運用上必要な場合、その利用を停止出来るものとする。 

４ 財団は、利用者が本約款に違反した場合、その利用を停止、又は廃止できるものとする。 

 

（利用者が公表する情報の提供） 

第３０条  責任者は、ＦＯＣＵＳスパコン利用の事実をプレスリリース等で対外発表するときは、利用

者の秘密情報を除き、事前にその情報を財団に提供しなければならない。 

 

（秘密の保護） 

第３１条  財団は、一切の秘密情報を、次の各号を除き、第三者に開示又は漏洩しない。 

(1) 裁判官の発布する令状により強制処分として捜査・押収等が行われる場合 

(2) 法律上の照会権限を有する公的機関からの照会がなされた場合、その他法令に基づいて提供す

る場合 

２ 財団は、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの円滑な提供を確保するために必要な範囲でのみ秘密情

報を使用又は保存する。 

３ 財団は、責任者、従事者が第２７条の各号いずれかに該当する禁止行為を行い、ＦＯＣＵＳスパコ

ン利用サービスの提供を妨害した場合であって、正当防衛又は緊急避難に該当すると認められる場合

には、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの円滑な提供を確保するために、必要な範囲でのみ利用者の

秘密情報を、禁止行為の停止のため利用することができる。なお、本条でいう必要な範囲とは、責任

者、従事者が第２７条の各号いずれかに該当する禁止行為を行わないかを監視し、セキュリティ監査

レベルを強化させるため、ＦＯＣＵＳスパコンネットワーク及びＦＯＣＵＳスパコン上で秘密情報を

扱うことをいう。 

４ 財団が前項により秘密情報を利用する場合であっても、第２条第１１号（ニ）（ホ）及び（へ）に

定める秘密情報へのアクセス権は、ＦＯＣＵＳスパコン運用を行う特定作業者のみがこれを有するも

のとする。 

 

（個人情報等の保護） 

第３２条  財団は、利用者の個人情報を「公益財団法人計算科学振興財団個人情報の保護に関する規程」

に基づき、適切に取り扱うものとする。 



 

 

（提供の中止） 

第３３条  財団は、次に掲げる事由がある場合、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの提供を中止するこ

とがある。 

(1) ＦＯＣＵＳスパコン設備、その他の財団がＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを提供するにあたり使

用する設備等の保守、工事、移設等のため必要である場合 

(2) 天災その他の非常事態が発生し、又はその恐れがあるため、緊急を要してＦＯＣＵＳスパコンの財

団による運用を優先させる必要がある場合 

(3) 電気通信事業者等が、財団外から財団までの電気通信サービスの提供を中止した場合 

(4) その他、理事長がＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを提供するにあたり合理的理由により必要であ

ると判断した場合 

２ 財団は、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを中止する場合には、連絡責任者に対して事前に、その

旨、理由及び期間を通知する。ただし、緊急を要する場合はこの限りではない。 

３ 財団は、前項に基づきＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの提供を中止した場合に、当該中止又は当

該中止の目的達成のために必要な作業等により利用者が被った損害について賠償の責任を負わな

い。 

 

（サービスおよびアカウントの一時停止） 

第３４条  財団は、第４１条に定めるアカウントの不正利用もしくはその恐れがある場合、又は次に掲

げる事由のいずれかに該当する場合は、当該プロジェクトに対するＦＯＣＵＳスパコン利用サービ

スの提供およびアカウントを一時停止することがある。 

(1) 料金の支払いを遅滞した場合 

(2) 申請に当たって虚偽の事項を記載したことが判明した場合 

(3) その他、理事長が必要と認めた場合 

２ 財団は、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスおよびアカウントを一時停止する場合には、連絡責任者

に対して事前に、その旨、理由及び期間を通知する。ただし、緊急を要する場合はこの限りではな

い。 

 

（他者からのクレーム） 

第３５条  財団は、他者から財団に対してクレーム等がなされ、責任者、従事者が第２７条に規定する

禁止事項に該当する行為を行ったと財団が認めた場合、又はその他の理由でＦＯＣＵＳスパコン利

用サービスの運営上、不適当と財団が判断した場合は、当該責任者、従事者に対し、次の措置のい

ずれか又はこれらを組み合わせて講ずることがある。 

(1) 第２７条に規定する禁止事項に該当する行為を止めるよう要求すること 

(2) プロジェクトに対するＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの提供を停止すること 

(3) 当該プロジェクトの利用契約を解除すること 

 

（利用内容の変更） 

第３６条  財団は、利用者のＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの利用状況に応じ、利用方法の変更の要

請又は勧告をすることがある。利用者は、これを正当な理由なく拒絶することはできないものとす



 

る。 

２ 前項に基づく要請又は勧告の結果、ＦＯＣＵＳスパコンの利用を停止又は廃止する時には、責任者

は、第２８条に基づく届出をすること。 

３ 前項に基づく利用契約を中途契約しても、財団は、既払いの料金は一切返金しないものとする。 

 

（利用契約の解除等） 

第３７条  財団は、利用者が次に掲げる事由に該当する場合には、利用者に対し何らの通知、催告をす

ることなく直ちに利用契約を解除することができるものとする。 

(1) 破産、民事再生、特別清算、会社更生等の手続開始の申立があった場合、又は清算に入った場合 

(2) 本約款に違反した場合 

２ 責任者が、当月１５日までに第２９条に基づく廃止の届出をした場合、翌月末日をもって利用契約

を解約することができる。 

３ 前項に基づき利用契約が中途解約されたときは、財団は、既払いの料金は一切返金しないものとす

る。 

 

（利用者の損害賠償責任） 

第３８条  責任者、従事者又はその関係者は、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの利用に伴って、利用

者の責に帰すべき事由により財団に損害を与えた場合、利用者は、財団に対し、財団に生じた損害

を賠償しなければならない。 

 

（財団の損害賠償責任） 

第３９条 財団は、本約款で特に定める場合を除き、利用者がＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの利用

（利用不能も含む）に関して被った損害について、債務不履行責任、不法行為責任その他の法律上

の責任を問わず、賠償の責任を負わない。また、利用者がＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを利用

するにおいて発生した第三者との紛争に関しては、財団の責に帰すべき事由に基づく紛争以外は、

利用者が自らその責任において解決するものとし、財団は一切責任を負わない。 

 

（損害賠償の制限） 

第４０条 財団の責に帰すべき事由により、プロジェクトがＦＯＣＵＳスパコン利用サービスを全く利

用できない状態に陥った場合、財団が当該プロジェクトにおける利用不能を知った時刻から起算し

て、２４時間以上その状態が継続した場合に限り、利用不能の時間と同等の利用期間の延長をもっ

て損害の賠償に代えるものとし、財団の責任はこれに限られるものとする。 

 

（アカウントの管理） 

第４１条 利用者、責任者又は従事者は、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスに関する財団提供のアカウ

ント及びアカウントのパスワード（自ら再設定したものを含む）を、財団の承諾なく第三者に開示

してはならず、かつ第三者に推測されないように、管理し、設定しなければならない。利用者、責

任者又は従事者は、第三者にアカウント又はパスワードを提供してＦＯＣＵＳスパコンを利用させ

てはならない。アカウントの不正利用と認められた場合には直ちにアカウントの利用停止を行う。 

 



 

（ホーム領域） 

第４２条 「ホーム領域」とは、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスに付随して、追加費用を負担するこ

と無くホームディレクトリが保存されるファイルシステムであり、別に定める容量をプロジェクト

毎に提供する。財団が提供するホームディレクトリ領域は、財団により定期的にバックアップ保存

を行うが、バックアップ保存したデータの整合性についてプロジェクトに対して完全性を保証する

ものではない。なお、利用者の責により、ファイルシステム容量が不足したとしても、財団は一切

の責任を負わない。 

 

（追加ストレージ領域） 

第４３条 「追加作業ストレージ領域」とは、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスに付随して、追加費用

を負担することで提供されるプロジェクト専用に提供するストレージ領域であり、別に定める容量

あたりの単価で、同じく別に定める上限まで提供する。データのバックアップ保存に関しては、利

用者が責任を持って行うものとし、予期せぬシステム停止等に伴うデータ消失について財団は一切

の保証をしない。また、利用者の責によりファイルシステム容量が不足したとしても財団は一切の

責任を負わない。 

 

（帯域の制御） 

第４４条 財団は、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの提供に支障が出ると判断した場合には、財団所

定の通信手段を用いて行う通信について、当該通信に割り当てる帯域を制御することがある。 

 

（ジョブのキャンセル） 

第４５条 財団は、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスの提供に支障が出ると判断した場合には、責任者

に予告してジョブのキャンセルを実行することがある。緊急の場合は責任者へ予告すること無くジ

ョブのキャンセルを実行することがある。 

 

（ソフトウェアの提供） 

第４６条 財団は、ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスに付随して、財団が用意するソフトウェアの利用

権を利用者に提供する。追加費用負担が必要なソフトウェアについては、別に定める料金を利用者

が負担する。 

 

（利用者によるソフトウェアのインストール） 

第４７条 ＦＯＣＵＳスパコン利用サービスにおいて、財団が提供しないソフトウェアに関しては、財

団が認めた場合利用者は、ライセンスを取得しインストールすることができる。利用者がライセン

スを取得したソフトウェアはプロジェクトのストレージ領域にプロジェクトの責任でインストール

するものとする。ソフトウェアライセンスの取得、インストール作業を行うために必要な情報に関

しては、必要な情報の内容等を記載した情報提供依頼を書面で提出するものとし、財団は当該依頼

書面に基づき情報を提供する。ライセンスサーバへのライセンスファイル登録等、財団側で設定が

必要なライセンスサーバのサービスを利用する際、責任者は、財団に対し、インストールを希望す

るソフトウェアの特定その他インストール作業を行うために必要な内容等を記載した作業内容依頼

を書面で提出するものとし、財団は当該作業内容依頼書に基づきライセンスのインストール作業を



 

行う。 

 

（契約終了時の措置） 

第４８条 利用契約が終了した場合、財団は、財団管理下のサーバ内に記録されている当該プロジェク

トに関わる一切のデータ（利用者登録情報を除く）を削除する。 

２ 財団は、責任者から利用契約が終了する前にデータ保存の申し出があれば、利用契約終了後も財団

が認める期間に限り、財団管理下のサーバ内に記録されているデータを保存する。 

 

（準拠法） 

第４９条 本約款及び利用契約は、日本の法律に従って作成したものと見なされ、また、日本の法律に

従って解釈されるものとする。 

 

（紛争の解決） 

第５０条 本約款に基づく利用契約について紛争、疑義又は取決められていない事項が発生した場合は、

財団及び利用者は誠意をもって協議の上これを解決するものとする。本約款に基づく利用契約に関

する訴訟については、神戸地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（協議） 

第５１条 この約款に定めるものの他、ＦＯＣＵＳスパコン利用に必要と思われる事項が発生した場合、

別にこれを財団と利用者の間で協議して定める。 

 

 

 

（附 則）この約款は、平成２３年４月１日から施行する。 

この約款の変更は、平成２３年７月１５日から施行する。 

この約款の変更は、平成２３年１０月１７日から施行する。 

     この約款の変更は、平成２４年４月１日から施行する。 

     この約款の変更は、平成２５年４月１日から施行する。 

この約款の変更は、平成２６年１月６日から施行する。 

この約款の変更は、平成２６年４月１日から施行する。 

この約款の変更は、平成２６年６月１日から施行する。 

この約款の変更は、平成２７年４月１日から施行する。 

  



 

平成２7年度ＦＯＣＵＳスパコン利用料金表 

■アカウント発行料、スパコンシステム利用料、ストレージシステム利用料等 

区 分 金 額（消費税抜き） 備 考 

アカウント発行 従事者１名あたり10,000円  

Ａシステム 【従量利用】 

・基本料金 

1～8ノード １ノード・時間あたり 100円 

・並列割引料金 

9～16ノード １ノード・時間あたり 90円 

17～24ノード １ノード・時間あたり 80円 

25～32ノード １ノード・時間あたり 70円 

33～40ノード １ノード・時間あたり 60円 

41ノード以上 １ノード・時間あたり 50円 

トライアルユース対象は、Ａ、

Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅシステム従量利

用とする。 

トライアルユース期間は、年度

内とする。 

トライアルユースは、上限

10,000 円（消費税抜き）分のノ

ード・時間の利用とする。 

 

【期間占有（日単位）】 

・基本料金 

1～8ノード １ノード・日あたり 2,400円 

・並列割引料金 

9～16ノード １ノード・日あたり 2,160円 

17～24ノード １ノード・日あたり 1,920円 

25～32ノード １ノード・日あたり 1,680円 

33～40ノード １ノード・日あたり 1,440円 

41ノード以上 １ノード・日あたり 1,200円 

 

【期間占有（月単位）】 

 １ノード・月あたり 46,080円 

利用期間の単位は、利用当月の

１日から末日までの１か月とす

る。 

【期間占有（月単位）】 

 １６ノード・月あたり 460,800円 

利用期間の単位は、利用当月の

１日から末日までの１か月と

し、利用月は４月から１２月ま

での最長９か月とする。 

１６ノード単位のみ。ノードの

増減は不可。提供上限６単位 

（９６ノード）。 

別途、専用フロントエンドサー

バLightの契約を必須とする。 

【期間占有（年度単位）】 

 １６ノード・年あたり 6,307,200円 

Ａシステム期間占有（年度単位）

は１６ノード単位のみ。ノード

の増減は不可。提供上限１単位

（１６ノード）。 

別表１ 



 

Ｂシステム 【従量利用】 

１ノード・時間あたり 100円 

 

【期間占有（日単位）】 

１ノード・日あたり 2,400円 

 

Ｃシステム 

 

 

 

 

 

【従量利用】 

１ノード・時間あたり 80円 

 

【期間占有（日単位）】 

１ノード・日あたり 1,920円 

 

【期間占有（月単位）】 

 １ノード・月あたり 36,864円 

利用期間の単位は、利用当月の

１日から末日までの１か月とす

る。 

【期間占有（年度単位）】 

 ４ノード・年あたり 1,401,600円 

Ｃシステム期間占有（年度単位）

は４ノード単位のみ。ノードの

増減は不可。提供上限５単位（２

０ノード）。 

Ｄシステム 【従量利用】 

・基本料金 

1～32ノード １ノード・時間あたり 300円 

・並列割引料金 

33～40ノード １ノード・時間あたり 285円 

41～48ノード １ノード・時間あたり 270円 

49～64ノード １ノード・時間あたり 255円 

65ノード以上 １ノード・時間あたり 240円 

 

【期間占有（日単位）】 

・基本料金 

1～32ノード １ノード・日あたり 7,200円 

・並列割引料金 

33～40ノード １ノード・日あたり 6,840円 

41～48ノード １ノード・日あたり 6,480円 

49～64ノード １ノード・日あたり 6,120円 

65ノード以上 １ノード・日あたり 5,760円 

 

【期間占有（月単位）】 

 １ノード・月あたり 172,800円 

利用期間の単位は、利用当月の

１日から末日までの１か月とす

る。 

【期間占有（年度単位）】 

 ４ノード・年あたり 5,256,000円 

 

Ｄシステム期間占有（年度単位）

は４ノード単位のみ。ノードの

増減は不可。提供上限６単位（２

４ノード）。 

 



 

Ｅシステム 【従量利用】 

 １ノード・時間あたり 600円 

 

【期間占有（日単位）】 

１ノード・日あたり 14,400円 

 

【期間占有（月単位）】 

 １ノード・月あたり 345,600円 

利用期間の単位は、利用当月の

１日から末日までの１か月とす

る。 

【期間占有（年度単位）】 

 ２ノード・年あたり  5,256,000円 

 

Ｅシステム期間占有（年度単位）

は２ノード単位のみ。ノードの

増減は不可。提供上限８単位（１

６ノード）。 

ストレージ 【ホーム領域】 

 １課題につき２００ＧＢ無償割当 

ホーム領域へのストレージ追加

は不可。 

 

【ホーム兼ワーク領域（追加ストレージ領域）】 

１０ＧＢ・月あたり 300円 

ストレージを追加する場合は、

全てホーム兼ワーク領域への追

加。提供上限１６ＴＢ。 

フロントエンド

サーバ 

【共用】 

 無償 

ファイルシステム管理、ジョブ

管理等、debugキューの制限時間

を超えない短時間ジョブの実行

用途に限る。 

 

【専用】 

・Light（2.26GHz 12コア48GB RAM 500GB HDD） 

 １台・月あたり 50,000円 

・Heavy（2.26GHz 12コア48GB RAM 1800GB HDD） 

 １台・月あたり 60,000円 

・Thin（2.2GHz 4コア8GB RAM 1000GB HDD） 

１台・月あたり 40,000円 

・Medium（2.8GHz 20コア64GB RAM 6000GB HDD） 

１台・月あたり 50,000円 

・Fat（Medium + Xeon Phi 5110P １基） 

１台・月あたり 100,000円 

利用期間の単位は、利用当月の

１日から末日までの１か月とす

る。 

専用フロントエンドサーバ上で

のジョブの実行は自由。 

 

ソフトウェア ・Gaussian 09 

 １ノード・時間相当あたり120円 

・MIZUHO/BioStation 

 １ノード・時間相当あたり 80円 

・Parallel CONFLEX 

 １ノード・時間相当あたり 80円 

 



 

その他 【コンピュータ室への機器持込み(占有利用)】 

・サーバ(ペデスタル) 

１台・月あたり 20,000 円 

(1台あたり消費電力 1kW 以内) 

・サーバ(ラック搭載・共用領域) 

１Ｕ・月あたり 50,000 円 

(１Ｕあたり消費電力 1kW 以内) 

・サーバ(ラック搭載・占有領域) 

区画（１０Ｕ）使用料 月あたり 10,000 円 

１Ｕ・月あたり 20,000 円 

(１Ｕあたり消費電力 1kW 以内) 

【コンピュータ室へのネットワーク接続 

（共用ベストエフォート）】 

・1000BASE-T接続 １ポート・月あたり  5,000 円 

・10GBASE-T 接続 １ポート・月あたり 10,000 円 

・10GBASE-SR接続 １ポート・月あたり 20,000 円 

・10GBASE-LR接続 １ポート・月あたり 40,000 円

【貸出HDD】 

・物理容量32TB 

 １台・日あたり 1,500円 

・物理容量20TB 

 １台・日あたり 1,000円 

・物理容量6TB 

 １台・日あたり 500円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ラックからネットワーク接続ポ

ートまでの配線工事費は実費負

担とする。 

貸研究室内の FOCUS スパコン直

結スイッチの利用は無償。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


